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環境用語の解説 

〈環境一般〉 

上乗せ基準 

大気汚染防止法第４条第１項及び水質汚濁防止法第３条第３項に基づき、都道府県が国

の定める一律の排出・排水基準に替えて適用するもので、政令で定める排出・排水基準よ

りきびしい基準をいう。 

環境影響評価（環境アセスメント） 

事業の実施等が環境に及ぼす影響の程度と範囲、その防止策等について、事前に調査予

測・評価をすること。 

環境基準 

人の健康を保護し、生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準をいう。 

現在、大気の汚染、水質の汚濁、騒音、航空機騒音、新幹線鉄道騒音、地下水及び土壌

について、環境基準が定められている。 

総量規制 

環境基準を達成するための容量以内で、その地域にある工場等の排出源に対して排出量

等を割り当て、工場等を単位として規制することをいう。 

現在、大気汚染防止法（ＳＯＸ，ＮＯＸ）と水質汚濁防止法（ＣＯＤ）に基づく総量規制

が実施されている。 

ｐｐｍ（ピーピーエム） 

１００万分の１を表す単位で、濃度や含有率を示す容量比・重量比のこと。 

１ｐｐｍとは、大気汚染物質の濃度表示では、大気１㎥の中にその物質が１㎣含まれて

いることをいい、水質汚濁物質の濃度表示では、水１㎏の中にその物質が１㎎含まれてい

ることをいう。 

なお、大気汚染の測定は、１ｐｐｍの１，０００分の１にあたる１ｐｐｂの単位により、

精密測定を行っている。 

ｐｇ（ピコグラム） 

 １ｐｇは１グラムの1兆分の1の重さ。東京ドームに相当する体積の入れ物を水で一杯に

した場合の重さが約1兆グラム。このため東京ドームに相当する入れ物に水を満たして角砂

糖1個（１ｇ）を溶かした場合を想定すると、その１㏄中に含まれている砂糖が１ｐｇと

なる。 
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ＴＥＱ（ティー・イー・キュー：Toxic Equivalent：毒性等量） 

 最も毒性の強い2,3,7,8-テトラクロロジベンゾパラジオキシンの毒性を１として他のダ

イオキシン類の仲間の毒性の強さを換算した係数を用い、ダイオキシン類の毒性を足し合

わせた値であることを示す。 

〈大気汚染〉 

テレメータシステム 

遠隔地点（子局）の観測データを自動的に観測または検知して、電気信号に変換し

て送信し、中央のデータ収集地点（親局）で信号を受信し、これを記録または表示

するための一連の機器類（測定器、無線等の送受信設備、計算機等）を含めた通信

設備のこと。 

硫黄酸化物（ＳＯＸ） 

石油などの硫黄分を含んだ燃料が燃焼することにより、硫黄と酸素が結びついたもの。 

一般的に燃焼過程で発生するのは、大部分が二酸化硫黄（ＳＯ２）であり、無水硫酸（Ｓ

Ｏ３）が若干混じる。 

硫黄酸化物は、人の呼吸器に影響を与えたり、植物を枯らしたりする。 

日平均値の２％除外値 

 1日平均値のうち、高い方から２％の範囲内にあるもの（３６５日分の測定値がある場合

は７日分の測定値）を除外した最大値。 

窒素酸化物（ＮＯＸ） 

窒素酸化物は、石油、ガス等燃料の燃焼に伴って発生し、その発生源は工場、自動車、

家庭の厨房施設等、多種多様である。 

燃焼の過程では、二酸化窒素（ＮＯ２）、一酸化窒素（ＮＯ）等として排出されるが、徐々

に大気中の酸素と結びついてほとんどが二酸化窒素となる。 

窒素酸化物は、人の呼吸器に影響を与えるだけでなく、光化学スモッグの原因物質の一

つとなる。 

日平均値の９８％値 

 １日平均値のうち、低いほうから９８％に相当する値。 

炭化水素（ＨＣ） 

炭素と水素とからできているものを炭化水素といい、メタン、エタン、プロパン、ベン

ゼン等があり、有機溶剤や塗料、プラスチック製品等の原料として使用されている。 

主として塗料・印刷工場、化学工場やガソリンスタンド等の貯蔵タンクからも発生する

ほか、自動車等の排気ガスにも含まれている。 

窒素酸化物とともに光化学オキシダントの原因物質の一つである。 

http://www.weblio.jp/content/%E9%81%A0%E9%9A%94%E5%9C%B0
http://www.weblio.jp/content/%E8%A6%B3%E6%B8%AC
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF
http://www.weblio.jp/content/%E8%87%AA%E5%8B%95%E7%9A%84
http://www.weblio.jp/content/%E8%A6%B3%E6%B8%AC
http://www.weblio.jp/content/%E6%A4%9C%E7%9F%A5
http://www.weblio.jp/content/%E9%9B%BB%E6%B0%97%E4%BF%A1%E5%8F%B7
http://www.weblio.jp/content/%E5%A4%89%E6%8F%9B
http://www.weblio.jp/content/%E9%80%81%E4%BF%A1
http://www.weblio.jp/content/%E4%B8%AD%E5%A4%AE
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%E5%8F%8E%E9%9B%86
http://www.weblio.jp/content/%E5%9C%B0%E7%82%B9
http://www.weblio.jp/content/%E8%A6%AA%E5%B1%80
http://www.weblio.jp/content/%E4%BF%A1%E5%8F%B7
http://www.weblio.jp/content/%E5%8F%97%E4%BF%A1
http://www.weblio.jp/content/%E8%A8%98%E9%8C%B2
http://www.weblio.jp/content/%E8%A1%A8%E7%A4%BA
http://www.weblio.jp/content/%E8%A1%A8%E7%A4%BA
http://www.weblio.jp/content/%E4%B8%80%E9%80%A3
http://www.weblio.jp/content/%E6%A9%9F%E5%99%A8
http://www.weblio.jp/content/%E6%B8%AC%E5%AE%9A%E5%99%A8
http://www.weblio.jp/content/%E7%84%A1%E7%B7%9A
http://www.weblio.jp/content/%E9%80%81%E5%8F%97
http://www.weblio.jp/content/%E8%A8%AD%E5%82%99
http://www.weblio.jp/content/%E8%A8%88%E7%AE%97%E6%A9%9F
http://www.weblio.jp/content/%E9%80%9A%E4%BF%A1
http://www.weblio.jp/content/%E9%80%9A%E4%BF%A1
http://www.weblio.jp/content/%E8%A8%AD%E5%82%99
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光化学オキシダント（光化学スモッグ） 

大気中の窒素酸化物や炭化水素が、太陽の紫外線を受けて化学反応を起こして発生する

二次汚染物質で、オゾン、ＰＡＮ等の強酸化性物質の総称である。 

このオキシダントが原因で起こるいわゆる光化学スモッグは、日ざしの強い夏季に多く

発生し、目をチカチカさせたり、胸苦しくさせたりすることがある。 

降下ばいじん 

大気中の汚染物質のうち、自己の重量により、または雨滴に含まれて地上に落下するば

い煙、粉じんその他の固形物をいう。 

浮遊粉じん 

ばいじん、粉じんのうち比較的粒子が小さく、大気中に気体のように長時間にわたって

浮遊しているものをいう。 

浮遊粒子状物質（Suspended Particulate Matters） 

浮遊粉じんのうち粒径１０ミクロン（１ミクロン＝１，０００分の１ミリメートル）以

下のものをいう。 

ダイオキシン類 

 廃棄物の焼却等の過程で非意図的に生成される物質で、ポリ塩化ジベンゾパラジオキシ

ンとポリ塩化ジベンゾフランを加えた２１０種の有機塩素化合物を総称してダイオキシン

類という。（ダイオキシン類対策特別措置法では、コプラナーＰＣＢを加えてダイオキシ

ン類という。）分解しにくい物質のため、環境中に微量であるが広く存在し、生物の体内

に蓄積しやすく、発がん性、催奇形性、免疫機能の低下などの毒性を有するといわれてい

る。 

ダストジャー法 

降下ばいじんの測定方法の一つであり、屋外に設置したポリエチレンなどの円筒容器（ダ

ストジャー）に降下ばいじんを捕集して測定を行う方法。 

排煙脱硫・脱硝装置 

燃料などの燃焼により発生する排煙中の硫黄酸化物を、カ性ソーダ、石灰等の薬剤で吸

収除去（脱硫）する装置。 

また、燃焼に伴い発生する排煙中の窒素酸化物を、アンモニアで分解除去したり、アル

カリ溶液で吸収除去（脱硝）する装置。 

ＰＭ2.5 

直径が2.5μm以下の超微粒子。大気汚染の原因物質とされている浮遊粒子状物質（SPM）よ

りもはるかに小さい粒子である。 

PM2.5はぜんそくや気管支炎を引き起こすと言われている。それは大きな粒子より小さな粒

子の方が気管を通過しやすく、肺胞など気道より奥に付着するため、人体への影響が大き

いと考えられている。 



 - 135 - 

〈水質関係〉 

ｐＨ（水素イオン濃度） 

水素イオン濃度を表示する方法で、ｐＨ７が中性、数値が小さくなるほど酸性が強くな

り、数値が大きくなるほどアルカリ性が強くなる。 

ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） 

河川水、廃水、下水などの汚濁の程度を示すもので、有機物が微生物によって酸化され

る際に消費する酸素量をいう。 

数値が大きくなるほど汚濁が著しい。 

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 

水質汚濁の指標であり、主として水中の有機物が化学的に酸化されるときに消費される

酸素量をいう。 

数値が大きくなるほど汚濁が著しい。 

ＤＯ（溶存酸素） 

水中に溶解している酸素をいう。 

溶存酸素が不足すると、水は嫌気性状態となり、嫌気性細菌により水中の有機分が分解

され、硫化水素、メタン等による不快臭を発生する。 

ＳＳ（浮遊物質量） 

水質汚濁の指標の一つで、水中に懸濁している不溶性物質の量をいう。 

ノルマルヘキサン抽出物質 

ノルマルヘキサンにより抽出される物質の含有量をいい、抽出される物質は主として油

性物質であるので、油分と通称される場合がある。 

富栄養化 

河川等を経て閉鎖性水域に窒素・リン等の栄養塩類の流入が増加し、生物生産が盛んに

なる現象である。 

赤潮 

富栄養化現象の一つとして、海面が赤色あるいは赤褐色に変わる現象で、原因はプラン

クトンの急激な大量発生である。 

特に夏季に多発し、エラがつまったり酸素が欠乏することによって、魚介類に悪影響を

与える。 
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青潮 

大量発生したプランクトンの死骸が、海底のくぼみなど停滞した水塊で微生物により分

解される際に酸素を消費することにより、海底に溶存酸素が少ない水塊（貧酸素水塊）が

できる。 

この水塊が気象条件により表層に現れたもので、この水塊の中では、硫黄酸化細菌の働

きで硫化水素が発生し、これが表層に現れると海が青く見えることから青潮と呼ばれる。 

この現象は、東京湾では春から秋にかけて湾奥部で発生することが多い。 

栄養塩類 

植物プランクトンや海藻を構成し、その増殖の制約要因となっているけい素、燐、窒素

等の塩類で、けい酸塩、燐酸塩、硝酸塩、アンモニウム塩等の総称である。 

閉鎖性水域 

地形等により水の交換が悪い内湾、内海、湖沼等の水域をいう。 

千葉県では、東京湾、手賀沼、印旛沼等がこれに該当する。 

有機塩素化合物 

炭素あるいは炭化水素に塩素が付加された化合物の総称。付加された塩素が多いほど不

燃性、脂溶性があり、溶媒、農薬として使用された。しかし、化合物により差はあるが、

その難分解性、蓄積性、毒性のために、地下水汚染、食物連鎖による生物体内濃縮、オゾ

ン層の破壊など環境破壊、生体影響が表面化した。 

このため、PCBやトリクロロエチレンなどについては、人の健康の保護に関する環境基準が

設定されており、「水質汚濁防止法」（昭45法138）、「化学物質の審査及び製造等の規制

に関する法律」（昭48法117）、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭45法137）等

に基づき、その製造や排出が規制されている。 

〈騒音・振動〉 

暗騒音 

ある場所で、ある音を対象として評価する場合に、対象とする音を除いたとき、その場

所における騒音を、対象音に対して暗騒音という。 

騒音レベル 

ＪＩＳ（日本工業規格）に規定される騒音計で測定して得られたデシベル数であり、騒

音の大きさを表すものである。 

一般に、騒音計の聴感補正回路Ａ特性で測定した値をデシベル（ｄＢ）で表す。 
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騒音の目安                                               

デシベル 音  の  状  態 

 １２０   飛行機のエンジンの近く 

 １１０   自動車の警笛（前方２ｍ），リベット打ち     

 １００   電車が通るときのガードの下 

  ９０   大声による独唱，騒々しい工場の中 

  ８０   地下鉄の車内 

  ７０   電話のベル，騒々しい事務所の中 

  ６０   静かな乗用車，普通の会話 

  ５０   静かな事務所 

  ４０   市内の深夜，図書館 

  ３０   郊外の深夜，ささやき声 

  ２０   木の葉の触れ合う音  

 

等価騒音レベル（Ｌｅｑ） 

「騒音レベルが時間とともに変化する場合、測定時間内でこれと等しい平均二乗音圧を

与える連続定常音の騒音レベル」と定義され、環境騒音の評価に用いられる。 

測定した全ての騒音レベルをエネルギー平均したものであり、単位はデシベル（ｄＢ）

が用いられる。 

ＷＥＣＰＮＬ（加重等価平均感覚騒音レベル） 

Ｗeighted Ｅquivalent Ｃontinuous Ｐerceived Ｎoise Ｌevelの略。 

航空機騒音の測定、評価のために考案されたもので、航空機騒音の特異性、継続時間等

の効果、昼夜の別等も加味した騒音のうるささの単位である。 

一日ごとに計算し、調査期間中の全ての日のＷＥＣＰＮＬのパワー平均が調査期間中の

ＷＥＣＰＮＬとなる。 

計算式は次のとおり。 

ＷＥＣＰＮＬ＝ｄＢ(Ａ)＋１０ｌｏｇＮ－２７ 

ここで、ｄＢ(Ａ)は、一日の全ての航空機の騒音レベルｄＢ(Ａ)のパワー平均であり、

Ｎは時間帯別の航空機数Ｎ１（午前０時から午前７時まで）、Ｎ２（午前７時から午後７時

まで）、Ｎ３（午後７時から１０時まで）、Ｎ４（午後１０時から午後１２時まで）から、

次のとおり算出したものである。 

Ｎ＝Ｎ２＋３Ｎ３＋１０（Ｎ１＋Ｎ４） 
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Ｌｄｅｎ（時間帯補正等価騒音レベル） 

 個々の航空機騒音の単発騒音暴露レベル（ＬＡＥ）に夕方（午後７時から午後１０時ま

で）のＬＡＥには５デシベル、深夜（午後１０時から翌７時）のＬＡＥには１０デシベル

を加え、１日の騒音エネルギーを加算したのち、１日の時間平均をとって評価した指標で

あり、単位はデシベルである。平成２５年４月から航空機騒音に係る環境基準の評価指標

として用いられている。 

パワー平均（エネルギー平均） 

騒音レベルは、物理量である音のエネルギーを対数で圧縮した数値であり、いくつかの

騒音レベルを一旦エネルギー量に戻した後に平均し、再度対数圧縮した値をパワー平均(エ

ネルギー平均)という。 

振動レベル 

振動の加速度レベルに振動感覚補正を加えたもので、単位としてはデシベル（ｄＢ）が

用いられる。 

通常、振動感覚補正回路をもつ振動レベル計により測定した値である。 

時間率騒音（振動）レベル（Ｌｘ） 

騒音レベル、または振動レベルがあるレベル以上である時間が、実測時間のｘ％を占め

る場合、そのレベルをｘ％時間率騒音（振動）レベルといい、 

Ｌ５０：５０％時間率騒音（振動）レベル→中央値 

Ｌ１０：１０％時間率騒音（振動）レベル→８０％レンジの上端値 

Ｌ９５：９５％時間率騒音（振動）レベル→９０％レンジの下端値 

のように表現する。単位はデシベル（ｄＢ）である。 

振動の目安 

デシベル 振 動 の 状 態 

 ９５～１０５ 壁に割れ目が入り、煙突、石垣等が破損する         

 ８５～９５ 家屋が激しくゆれ、座りの悪いものが倒れる       

 ７５～８５ 家屋がゆれ、障子がガタガタと音をたてる 

 ６５～７５ 大ぜいの人に感ずる程度のもので、障子がわずかに動く 

 ５５～６５ 静止している人にだけ感じる 

 ４５～５５ 人体に感じない程度 

 

低周波空気振動 

低周波空気振動は、人間の耳で聞きとることができる範囲より低い周波数の空気振動で、

単位はデシベル（ｄＢ）が用いられる。 
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窓ガラス等を振動させて、二次的騒音を発生させたりするほか、そのレベルによっては、

生理的影響が考えられている。 

〈悪臭〉 

嗅覚測定法 

従来の規制方法である特定悪臭物質の濃度を機器等による分析で測定する方法ではなく、

人の嗅覚を用いて悪臭を測定する方法であり、悪臭防止法の改正により、平成８年度から

規制方法として採用することが可能となった。 

機器分析法と比較すると、複合臭への対応が可能である、悪臭苦情の実情を反映しやす

い等の長所がある反面、精度管理や発生源の特定が困難な場合がある等の短所がある。 

臭気濃度 

あらかじめ嗅覚に以上がないと認定された被験者が、臭気が感じられなくなるまで試料

を無臭空気で希釈した時の希釈倍率。 

嗅覚測定法による規制基準の対象である臭気指数を算出するために必要となる。 

臭気指数 

臭気濃度の常用対数に１０を乗じた数値であり、嗅覚測定法による規制基準の対象であ

る。 

〈放射線〉 

放射線 

 放射性物質が崩壊する際に放出される粒子線や電磁波のことであり、目に見えず、匂い

もない。α線、β線、γ線等があり物質を透過する性質を持つ。透過力の高いものほど生

体外からの被爆（内部被爆）に対する影響が大きい。透過力の大きさはγ線＞β線＞α線

の順である。 

放射性物質 

 放射能を持つ物質（原子核）のことであり、カリウム４０、ヨウ素１３１、セシウム１

３４、セシウム１３７等がある。放射性物質は崩壊する際に放射線を放出し、より安定な

物質に変わる。 

放射能 

 放射性物質が放射線を出す能力のこと。その強さはベクレル（Ｂｑ）で表される。 

シーベルト（Ｓｖ） 

 放射線量の単位の１つで、放射線による生体への影響度を表す。 

例．ミリシーベルト（ｍＳｖ）＝１／１０００シーベルト 

  マイクロシーベルト（μＳｖ）＝１／１００万シーベルト 
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 生体が短時間に１００ｍＳｖを超える放射線を浴びるとガンの発生率が増加する等の影

響がみられるが、１００ｍＳｖ未満の放射線の影響については明らかではない。なお、日

常生活では世界平均で年間２．４ｍＳｖの放射線を受けている。 

 ある場所での空間線量を表す場合、マイクロシーベルト毎時（μＳｖ／ｈ）のように１

時間あたりの量で表されることが多い。 

ベクレル（Ｂｑ） 

 放射能の強さを表す単位で、１ベクレルは放射性物質の原子核が１秒間に１個崩壊する

ことを表す。 

例．メガベクレル（ＭＢｑ）＝１００万ベクレル 

  テラベクレル（ＴＢｑ）＝１兆ベクレル 

 例えば、食品や土壌中に含まれる放射能の強さを示す場合、水１リットル中に１０ベク

レル（Ｂｑ／Ｌ）、土壌１ｋｇ中に１００ベクレル（Ｂｑ／ｋｇ）と表す。 

〈廃棄物〉 

４Ｒ（フォーアール） 

不要なものはもらわない（Refuse）、ごみを減らす（Reduce）、再使用する（Reuse）、

資源として活用する（Recycle） 

合併処理浄化槽 

し尿のみを浄化する単独処理浄化槽に対して、し尿と洗濯水、風呂水等の雑排水も一緒

に処理できる浄化槽のことだが、単独処理浄化槽の設置は、平成13年4月1日より禁止され

た。 

エコタウン事業 

個々の地域におけるこれまでの産業集積を生かした環境産業の振興を通じた地域振興、

及び当該地域の独自性を踏まえた廃棄物の発生抑制やリサイクルの推進を通じた循環型経

済システムの構築を目的とした事業であり、平成９年度に創設された制度。 

 

容器包装プラスチック 

「容器」とは商品を入れるもの（袋を含む）、「包装」とは商品を包むもので、容器包

装プラスチックとは、その中身を出したり、使ったりした後に、不要になるプラスチック

製の容器や包装のことをいう。 

溶融処理 

 君津地域広域廃棄物処理施設が導入している処理方式で、「シャフト炉式ガス化溶融炉」

による直接溶融・資源化システムとなっている。（溶融＝溶けること又は溶かすこと。固

体が加熱などにより液体になる現象）このシステムは、可燃ごみはもちろん、不燃ごみ、
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焼却残さ、汚泥など、資源リサイクル後の幅広いごみを一括溶融・資源化するシステムで、

産出した溶融物（スラグ・メタル）を全量市場流通させることで、最終処分場の大幅な削

減が可能である。 

溶融スラグ 

 廃棄物を高温で溶融した後に産出される溶融物を冷却し固化させたガラス質・砂状のも

の。近年では建設・土木資材としての積極的な活用が進められている。本市においては、

君津地域広域廃棄物処理施設における溶融処理により発生する溶融スラグを民間業者に売

却し、インターロッキングブロックやアスファルト骨材として再資源化されている。 

溶融飛灰 

 君津地域広域廃棄物処理施設で溶融処理した後に発生する灰。溶融炉から産出されるス

ラグ・メタルの資源化により、埋立処分は溶融飛灰のみとなり、従来方式と比べ、大幅に

最終処分量を低減している。なお、溶融飛灰については、君津地域４市のごみ搬入量に応

じて、それぞれの市が最終処分を行う必要があるが、本市は最終処分場を有していないた

め、市外の民間業者に最終処分を委託している。 

溶融メタル 

 廃棄物を高温で溶融した後に産出される溶融物を冷却し固化させた金属類。本市におい

ては、君津地域広域廃棄物処理施設における溶融処理により発生する溶融メタルを民間業

者に売却し、製鉄原料や重量骨材（建設機械用カウンターウェイト）として再資源化され

ている。 

〈その他〉 

アスベスト(石綿) 

アスベスト(石綿)は、天然に産する繊維状ケイ酸塩鉱物で耐熱性､耐摩耗性に優れ､酸、

アルカリなどにも強く､丈夫で変化しにくいという特性がある。 

この特性から、高度成長期（昭和４５年～平成２年）には、建築工事の吹付け作業やス

レート材などの建築材料、工業用品などに広く使われてきた。 

しかし、アスベスト(石綿)の繊維は極めて細いため、気づかないうちに人体に吸い込み

蓄積されると、肺がんや中皮腫などの健康に悪影響を及ぼすおそれがある。 

水準点 

土地の標高を表す標石で、水準測量の基準として用いられるもの。 

地盤の変動状況を測定するには、この水準点を用い、標高の変化を精密水準測量（最も

精度の高い水準測量）によって測定し、地盤沈下や地殻変動等の調査を行う。 

重金属 

比重が比較的大きい金属をいい、比重４～５以上の金属をさす場合が多い。 
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金、銀、銅、鉄、鉛、亜鉛、クロム、バナジウム、カドミウム、水銀等があり、土壌汚

染等の場合にはこれらの他にヒ素、アンチモンなどが含まれる。 

ちば環境再生基金 

 ふるさと千葉の自然を守るとともに、傷ついた里山や沼を再生し、未来へ伝える活動を

支援するため設立された基金。基金により、環境活動への支援として「ＮＰＯ環境活動へ

の助成」、「市町村による戦略的自然再生事業への助成」、基金のモデル事業として「な

のはなエコプロジェクト」、負の遺産対策として「廃棄物の不法投棄対策などへの助成」

を行っている。（財）千葉県環境財団が所管している。 

なのはなエコプロジェクト 

 （財）千葉県環境財団がモデル事業として推進している事業。 

 休耕田などに植えた菜の花から、菜種油を採り、その廃食用油は石鹸や環境にやさしい

軽油に再利用。菜の花で資源循環の輪をつくろうという事業。 

パリ協定 

 ２０１５年１２月に開催された、第２１回気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ２１）

において採択された、気候変動抑制に関する多国間の国際的な合意であり、京都議定書の

第二約束期間終了後における、京都議定書に代わる新たな法的枠組み。その内容について

は、（１）地球の気温の上昇を２℃以内に抑えること。さらに、１．５℃以内に抑えるよ

う努力する。（２）主要排出国を含むすべての国が温室効果ガス削減目標を５年ごとに国

連へ提出・更新すること。以上が主な内容として盛り込まれた。また、ＣＯＰ２１に先立

って各国が温室効果ガスの削減目標の約束草案を提出しており、日本政府の目標は、２０

３０年度に２０１３年度比２６．０％減（２００５年度比２５．４％減）としている。 

カンクン合意 

 ２０１０年１２月に開催された、第１６回気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ１６）

において承認された取り決め。京都議定書の第二約束期間について、前年に開催されたＣ

ＯＰ１５のコペンハーゲン合意を踏まえ、先進国・途上国両方の削減目標が同じ枠組みの

中に位置づけられた。さらに、（１）緑の基金や技術メカニズムを設立すること。（２）

発展途上国向けの気候変動適応計画の策定や、途上国における森林減少・劣化対策等の途

上国支援を行うこと。以上のことが主たる内容として盛り込まれた。 

コペンハーゲン合意 

 ２００９年１２月に開催された、第１５回気候変動枠組条約締約国会議 (ＣＯＰ１５)に

おいて承認された取り決め。その内容は、（１）地球の気温の上昇を２℃以内に抑えるこ

と。（２）先進国は２０２０年までに削減すべき目標、途上国は削減のための行動をそれ

ぞれ決めて、２０１０年１月末までに提出すること。（３）先進国の削減目標と、途上国

の削減行動の結果は、ＣＯＰによって確立される(既存も含む)ガイドラインによって、測

定、報告、検証（ＭＲＶ）がされること。（４）途上国の温暖化対策を支援するため、先
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進国合同で２０１０～２０１２年に３００億ドルと、２０２０年までに毎年１０００億ド

ルを支援動員の目標とすること。以上の４点が主たる内容として盛り込まれた。 

京都議定書 

 １９９７年１２月京都で開催されたＣＯＰ３で採択された気候変動枠組条約の議定書。

ロシアの締結を受けて発効要件を満たし、２００５年２月に発効。２００５年８月現在の

締約国数は、１５２カ国と欧州共同体。なお、日本は１９９８年４月２８日に署名、２０

０２年６月４日に批准。 

先進締約国に対し、２００８～１２年の第一約束期間における温室効果ガスの排出を１９

９０年比で、５．２％（日本６％、アメリカ７％、ＥＵ８％など）削減することを義務付

けている。また、削減数値目標を達成するために、京都メカニズム（柔軟性措置）を導入。

京都議定書の発効要件として、５５カ国以上の批准、及び締結した附属書Ⅰ国（先進国等）

の１９９０年における温室効果ガスの排出量（二酸化炭素換算）の合計が全附属書Ⅰ国の

１９９０年の温室効果ガス総排出量（二酸化炭素換算）の５５％以上を占めることを定め

た。２０００年に、最大排出国である米国（３６．１％）が経済への悪影響と途上国の不

参加などを理由に離脱。結局、京都議定書は２００５年２月１６日に米、豪抜きで発効し

た。 

世界首長誓約／日本 

 世界気候エネルギー首長誓約（Covenant of mayors for Climate and Energy）は、持続

可能なエネルギーの推進、温室効果ガスの大幅削減、気候変動の影響への適応に取組み、

持続可能でレジリエント（強靭）な地域づくりを目指し、同時に、パリ協定の目標の達成

に地域から貢献しようとする自治体の首長が、その旨を制約し、そのための行動計画を策

定した上で、具体的な取り組みを積極的に進めていく世界的な仕組み。 


